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現 状 と 課 題 

目指すべき方向 

施 策 の 体 系 

施 策 の 内 容 

成 果 指 標 

主 要 事 業 

□ 基本計画の構成 
 
基本計画は、基本構想で定めた将来像を実現するための主要な施策の方向性を総合

的、体系的に示すもので、「基本政策」「基本施策」「主要事業」の３つの階層から成

り立っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

……… 基本施策の現状と今後の対応が必要とされる課題

を記述したものです。 

 

……… 課題を解決するための目指すべき方向を記述した

ものです。 

 

……… 課題解決のために、市が取り組む施策を体系化した

ものです。 

 

……… 施策の体系に基づき、課題解決のための具体的な施

策の内容を記述したものです。 

 

……… 平成 23年までに達成すべき事業の目標値を可能な

限り示したものです。 

 

……… 今後推進していく主要事業を記述したものです。 

 

 

基本 
政策 

基本施策 

主要事業 

まちづくりの基本的な方針 

 
まちづくりの方針を実現するための方策 
 
基本施策を実現するための主だった事務事業 
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□ 財政フレーム 
 
前期基本計画期間（平成 19～23 年度）中の財政計画は、現行の地方財政制度に基

づき推計したものです。 

 

 

（１）歳  入 

 ① 市 税 

   現行の税制度やこれまでの実績に加えて、今後の経済状況を予測・勘案して算

定しています。 

 ② 地方交付税 

   普通交付税は、現行の制度を基本として、これまでの実績などを勘案して算定

しています。 

   また、特別交付税には、平成 19 年度に限り市町村合併分を加算して算定して

います。 

 ③ 国庫支出金・県支出金 

   現行の制度を基本として、これまでの実績などを勘案して算定しています。 

 ④ 市 債 

   後年度の地方債残高が現在の水準を上回らないように配慮するとともに、元利

償還金が交付税によって措置される＊合併特例債を優先して見込んでいます。 

 

（２）歳  出 

 ① 人件費 

   ＊定員適正化計画の削減目標値に基づき、算定しています。 

 ② 扶助費 

   現行の制度を基本として、これまでの実績などを勘案して算定しています。 

 ③ 物件費・補助費等 

   現在と同じ水準で算定しています。 

 ④ 普通建設事業費 

   基本計画に計上してある主要事業を基本として算定しています。 

 

 

 ※ 国の＊三位一体改革をはじめとする制度改革にともなう影響については、実施

計画（財政計画）のなかで精査し修正を加えていきます。 
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    基本計画期間（平成19～23 年度）の財政見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公債費 ……… 

地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金。 

   普通建設事業費 ………  

道路や学校などの公共施設の建設費。 

   物件費 ………  

委託料や使用料、光熱水費など。 

   補助費等 ………  

負担金、補助金など。 

   扶助費 ………  

生活保護費やこども医療(助成)費など。 

   人件費 ………  

職員給与、議員報酬、各種委員報酬など。 

 

 

 

 

15.0％ 

 

 

13.6％ 

 

4.0％ 

8.9％ 

 

10.8％ 

 

 

 

47.7％ 

14.5％ 

 

 

14.4％ 

 

 

17.2％ 

 

 

24.6％ 

 

 

 

10.9％ 

 

 

18.4％ 

 

歳  入 

平成19～23 年度  総 額 ２千００３億円 

（参 考）  平成13～17年度  歳 入 ２千034億円 

                     歳 出 1千 954億円 

（単位：億円） 

県支出金  79

公債費     288 

扶助費     218 

人件費     368 

物件費・補助費

等         492 

普通建設事業費 

          345 

その他     292 

 

18.6％ 

 

 

12.6％ 

 

 

19.5％ 

 

 

 

22.7％ 

 

 

7.6％ 

 

18.9％ 

 

 

 

 

 

 

23.1％ 

 

 

10.9％ 

 

5.4％ 

6.9％ 

10.6％ 

 

 

 

43.2％ 

その他   469 
(所得譲与税、
自動車重量譲
与税、地方消費
税交付金など) 

市 債   221 

県支出金 109 

国庫支出金 

       141 

地方交付税 
       216 

市 税   878 

人件費     370 

扶助費     149 

物件費・補助費
等         443 

普通建設事業費 

          382 

公債費     246

その他     364 

平成13～17 年度         平成 19～23年度 

  歳  入    歳  出 

その他   303
(所得譲与税、
自動車重量譲
与税、地方消費
税交付金など)

市 税   955

地方交付税
       216

国庫支出金
       178

市 債   272
(特例債   187)
(その他   85)

歳  出 


